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東アジア経済の発展と技術リンケージ

菰　田　文　男

　「黄金の1960年代」から1970年代に入り，先進資本主義諸国における経済

成長はスローダウンしたのに対し，発展途上諸国では重化学工業部門での活

発な設備投資と輸出主導型工業化に支えられて，70年代にも急速な成長を達

成した。1970年代末から80年代には多くの途上国諸国では深刻な累積債務問

題に悩まされることとなったが，レーガノミックスの本来の姿に反するレー

ガン大統領の有効需要政策（これは「強いアメリカ」の復活という軍拡路線

と照応していた）により拡大したアメリカ市場向けの輸出と，そのための加

工組立型産業構造の確立によって先進資本主義諸国以上の経済成長を達成し

た途上国は多かった。さらに，1985年のプラザ合意以後の急速な円高の進行

が，日本企業のアジア諸国への直接投資を加速したことは，途上国の輸出指

向的工業化に有利に作用した。

　このような途上国の経済発展の流れの中でも，最もダイナミック経済発展

を示しているのが東アジァ諸国である。しかし，経済発展の反面で都市の貧

困や所得格差拡大等，多くの国内の諸矛盾も多く生まれ，また一層の産業構

造の高度化（すなわち，高付加価値型の加工組立工業の育成）を達成する上

で多くの困難にも直面しているのも事実である。1）

　本稿の課題は，現代世界経済のなかで最もダイナミックな動きを示してい

ると評価されている東アジア途上諸国の経済発展の光と影を，技術移転とい

1）このような最近の発展途上諸国の経済発展の多面的評価については，本山義彦

　『南と北　　崩れ行く第三世界』筑摩書房，1991年が大変示唆に富んでいる。
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う観点から分析し，その今後を展望することにある。その場合，とりわけ日

本で確立された技術リンケージと東アジア途上国諸国のそれとの比較という

点に焦点をあてる。なぜならば，現在，東アジア諸国が日本のシステムに対

する評価を高め，したがってその導入を目指しているからである。

　そのために，次節で，現代世界経済を国際化（ボーダレス化）と地域化

（ボーダフル化），および情報集約的多品種少量生産という新しい経済成長

パターンの確立という二つ観点から，その特徴を分析する。その理由は，現

代世界経済を空間軸の側からみれば，冷戦体制が終結するなかでの異質なシ

ステムを有する先進国寡占間競争として捉えることが出来るからである。す

なわち，アメリカ，ヨーロッパ，そして日本ないしは日本を含む東アジア地

域間の競争としてである。また，時間軸の側からみれば，このような国際寡

占間競争が1青報通信技術が決定的役割を果たす新しい経済成長の時代，すな

わち「情報集約的多品種少量生産」の時代に固有の性格をとっておこなわれ

るからである。2）この現代世界経済の空間軸と時間軸の分析から始めよう。

第1節　現代世界経済の国際化と地域化

　現代の世界経済は，一方で急速な国際化ないしはボーダレス化，あるいは

経済統合の動きを示すとともに，他方で地域化ないしボーダフル化，あるい

はブロック化の動きを示している。3）

　すなわち，まず，今日の企業はその国籍や販売市場と無関係に生産基地を

海外に確立しているし，また部品・原材料を各国に分散して立地した生産基

地からグローバルに調達し製品化している。多国籍企業のグローバル・ネッ

2）本稿のこのような現代世界経済の性格規定の基本的認識については，木下悦二・

田中素香『ポスト冷戦の世界経済』文眞堂，1992年所収の各論文を参照されたい。

3）世界経済のボーダレス化について強調する基本的文献として，中谷厳『ボーダレ

　ス・エコノミー』日本経済新聞社，1987年。
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トワークの確立がますます進んでいる。このような動きは，単に先進諸国の

企業に限定されるわけではなく，NIESを中心とする途上諸国企業でも一

般化している。

　R＆Dや技術移転についても，国際化の進展が進んでいる。例えば，技術

情報収集や模倣のための海外R＆Dである。海外R＆Dは，アメリカ企業で

は1960年代後半から1970年代前半にかけて国内でのR＆D投資の伸び率を上

回る率で海外R＆Dが増加し，その結果今日では大企業の約40－50％が海外

での研究拠点を持ち，国内R＆D投資額の10％を海外でおこなっている。こ

れに対し，日本企業は1980年代後半より増加し始め，今日大企業の10％が海

外研究拠点を持ち国内R＆Dの約1％を海外でおこなっている。4）この動き

は活発で，例えば，コードレス電話等の生産で知られるユニデンの場合，海

外ニーズ情報の収集や海外製造現場での効率的開発を目的として，約300人

余りの研究者のうち200人以上を海外に配置する計画を推進しているとい

う。5）

　また，貨幣・金融面での国際化は実物経済以上に著しい。今日，資金は国

境を容易かつ大量に移動し，実物取引の20倍以上の外国為替取引がおこなわ

る。したがって，現代世界経済を動かす主役は実物取引から貨幣に変わった

といい，現在のバブル経済の崩壊をニューフェースの景気循環，すなわち

「金融主導型不況」という観点から分析した宮崎義一氏の指摘があるほどに，

国際金融の国際化は著しい。6）

　このような企業活動のグローバリゼーションは，情報の国際的フローの量

と速度だけでなく質を飛躍的に高めることを可能にした通信衛星と光ファイ

4）「動き始めたわが国企業の海外研究開発」『調査』日本開発銀行，115号，1987年。

5）寺本義也等『日本企業のグローバル・ネットワーク戦略』東洋経済新報社，1990

年，176ページ。

6）宮崎義一『複合不況』1992年。宮崎氏は，この金融自由化と実物取引をはるかに

上回るようになった貨幣・金融取引の増大という形をとった経済の国際化に，ケイ

　ンズ経済学の限界，そして実物面に基礎を置く従来の景気循環の限界の原因を発見

　するのである。
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バーに媒介されたディジタル通信網によって支えられている。

　反面で，世界的な保護主義の動きも進んでいる。ECの統合は域外製品に

対して差別的に機能している。実際，1958年から1989年の問に域外諸国から

の輸入は，63％から40％に減少している。さらに，アメリカの経済力が低迷

する中でメキシコとカナダを抱き込んだNAFTA（北米自由貿易協定）設

立の動きも加速し，アメリカへの製品輸出を利用して経済成長を推進してき

たアジア途上国諸国に危機感を強めさせている。その結果，メキシコを視野

に収めた対アメリカ市場戦略の確立を必要とされている。また，NAFTA

に対抗したAPEC（アジア太平洋経済協議体）を設立・強化して対抗しよ

うという動きを示している。

　R＆Dや技術移転の保護主義の動きもみられる。例えば，高品位TVをめ

ぐる日欧間の対立とさらにアメリカの独自規格模索への方針転換，新しいコ

ンピュータ・ソフトウェアとしてのUNIXをめぐる対立，　FSXをめぐる

日米間の激しい摩擦等，枚挙に暇がない。

　いうまでもなく，このような世界経済のボーダフル化・地域化が進む理由

は，世界経済全体の経済成長と生産性の上昇率が制約され，とりわけアメリ

カの国際競争力が低下していることにある。

　このように，現在の世界経済は国際化と地域化とという相矛盾する動きを

示しているが，両者は互いに深く関係している。例えば，アメリカがボーダ

フル化を象徴するNAFTAにオーストラリア，台湾，香港，シンガポール

を加えようという計画を持っているが，いうまでもなくその理由はアメリカ

多国籍企業がこれら諸国を含んだ極めて緊密なグローバル・ネットワークを

有しており，したがってこれら諸国を自由貿易圏域から排除することは不合

理だからである。すなわち，NAFTAというボーダフルな機構iが，アメリ

カ多国籍企業のボーダレスな論理を排除できないという事実と関係している。

　次に，現代世界経済を時間軸の観点から考えよう。戦後の経済成長は「エ

ネルギー集約的素材をベースとした少品種大量生産大量消費型」のものであ

った。すなわち，自動車・家庭電化製品等の耐久消費財が出現し，またその
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生産に必要な機械等資本財，石油精製，石油化学，鉄鋼等基礎素材部門等の

広範な産業部門の設備投資が誘発されたことが，戦後の経済成長を誘引した。

例えば，自動車や家電産業の発展は鉄鋼部門でのホット・ストリップミル技

術の導入に大きく支えられていたように，耐久消費財と基礎素材産業は密接

な相互依存関係にあった。その後のこのプロセスで，ボトルネックとなった

産業技術の技術革新・移転が誘発され，設備投資と技術革新は相互累積的効

果を持って経済成長を導いたのである。このような経済成長は国内的には賃

金上昇やケインズ政策の定着により生み出された消費主義によって支えられ，

国際的には自由貿易体制や安価で豊富な原油等の資源の存在によって支えら

れた。すなわち，労働分配率の上昇とケインズ政策は耐久消費財市場を拡大

した。また，IMF＝GATT体制のもとでの自由貿易は規模の経済性を可

能にするとともに，先進国の国際寡占問競争を激化し，新技術を体化した国

際的な最新設備投資競争を導き，経済成長を刺激した。この国際的設備投資

競争は，アメリカからの比較的自由な技術移転によって支えられたのである。

　しかし，1970年前後にはこのような経済成長は限界に達する。なぜならば，

耐久消費財に対する需要が飽和点に近づいたからであり，設備能力が世界的

に過剰になり，技術革新の停滞を主因とする生産性上昇率の鈍化が利潤率を

圧迫したからであり，さらにまた途上国からの製品輸入が増大したからであ

る。7）

　以上のような事情が高度成長の限界を導くこととなり，先進資本主義諸国

は長期的・構造的停滞局面を経験することになった。そして，この期に各国

は新しい経済成長を模索し，合理化等を推進する。そのなかでも，最も重要

であったのが情報通信技術の導入である。情報通信技術は，多品種少量生産

と生産性というトレードオフを解決することを可能にするからである。例え

ば，CADは，製図作業を自動化し，3次元グラフィックによるデザインの

ビジュアルな把握を可能にし，ヴァリンント情報の作成を容易にし，した

7）この問題については，木下悦二『現代資本主義の世界体制』岩波書店，1981年，

に負っている。
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がって長年の知識や経験を要するため開発の効率が低かったプロトタイプ製

造，金型，プレス型の設計・製造コストや時間を節約でき，したがって関連

製品を低コスト・短時間で開発できるのである。さらに，CADからCAE

への発展によって，形状設計のみにとどまらず，製品に必要な機能の性能予

測，強度解析，機構解析等の解析・シミュレーションが可能になり，した

がってR＆Dの単なる効率化だけでなく，製品機能の水準の飛躍的向上が可

能になる。多品種少量生産は製造工程における，情報通信技術の導入も必要

にする。なぜならば，多品種化は冶具・工具の頻繁な取り替え，多様な部品

の調達を必要にするが，これを円滑・迅速におこなうためには，加工組立産

業における混流生産システムの導入を必要とし，したがって複数のCNCや

端末が中央コンピュータによって制御されることが不可欠になるからである。

このようなR＆D部門や製造部門等の自動化は，物流部門，財務管理，経営

管理など事務部門において単独ないし陸の孤島として進んでいる自動化とオ

ンラインで結びつけられ，多様な情報が一元的なコモン・データベースとし

て確立され全企業活動が集権的かつ分散的に管理されるCIMにまで必然的

に発展する。CIMは販売情報と技術情報や生産管理情報を結びつけ，製品

の市場化に要するリードタイムの短縮を可能にし，不確実な市場ニーズにフ

レキシブルに対処することを可能にし，したがって生産性向上と多品種少量

生産の矛盾を克服することを可能にするからである。したがって，CIM技

術の発展と普及は情報集約的多品種少量生産型の世界経済の成長パターンを

確立するうえで極めて重要な意味を持っているのであり，これが企業の国際

競争力を決定する重要な要因となっているのである。

　このようなオンライン・ネットワークは一企業内にとどまることなく，V

ANシステムに媒介された企業間ネットワークに拡大し，メーカー，商社，

下請け企業，銀行証券間のネットワークが成立する。なぜならば，下請け企

業などからの部品調達やユーザーとの問の販売・受発注情報の効率的フロー

が重要になるからである。また，オンラインによる資金決済が重要になるか

らである。
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　このような情報通信技術の導入を推進したのは，1970年代に始まるマイク

ロプロセッサ革命である。マイクロプロセッサは部品の小型化と低価格化を

導き，分散処理機能が拡大し，その幅広い用途（産業用・家庭用）を開拓し

たため，情報集約的な経済成長パターンを切り拓くことになったのである。

　実は，上述のようなボーダレス化とボーダフル化が同時に進んでいるとい

う事実は，時間軸において情報通信技術が社会の編成の中軸に位置するよう

になったことと関係している。情報通信技術の発展が，空間軸としてのボー

ダレスとボーダフルの両面的進行を促進することになるのであるのである。

このことは，必然的に国家論の再考を促すことになる。このことは，国際衛

星放送が一方で先進資本主義の消費文化を世界的に促進するという傾向と，

他方で民族の自立化を促す傾向を持つという事実を想起すれば理解される。

したがって，例えば，松下圭一氏によれば，今日，資本主義成立にその起源

を持つ「国民国家」は大きな困難に直面し，権限を「国際機関」と「地方自

治体」に委譲しつつあるという。なぜならば，人権保障，南北問題環境破

壊，核危機，侵略等の世界共通課題に対して現在の国民国家では対応できな

いからである。反面で，国内レベルでの社会保障，社会資本，都市問題，等

は各地域・各地方に固有な問題である場合が多くなり，したがって地方自治

体レベルでの対処が必要になるからである。このようななかで，文化も国際

衛星放送等に媒介されて「世界共通文化」が形成されるとともに，他方で

「地域個性文化」「民族個性文化」の自立化が進んでいく，あるいは両者の

緊張関係が成立するというのである。8）情報通信技術は，一方での社会的統

合と分権化，したがってボーダレス化とボーダフル化の双方を，同時に促進

するのである。

8）伊東俊太郎・松下圭一・田中正司「座談会・20世紀の光と闇一20世紀とは何で

あったか」『国家の変容』神奈川大学評論叢書，第1巻，御茶の水書房，1992年，

172－180ページ。また，同書所収の鳴瀬成洋氏の解説が大変示唆に富んでいる。
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第2節　東アジアの経済成長

　経済の発展とは，外延的（エクステンシブ，extensive）な発展過程と内

包的（インテンシブ，intensive）な発展過程との2つから成っている。外延

的発展とは技術水準や生産力水準が不変なままで分業が地理的に拡大して経

済成長するものである。これに対して，内包的発展とは産業構造の高度化と

新産業の創出を通ずる分業の深化，言い換えれば以前より高い技術水準・生

産力水準における経済成長である。一般に，この2つのプロセスが，同時に

相互補完的に進むことで経済発展は可能になる。なぜならば，よく知られる

A・スミスやプロダクト・ライフサイクル論のいうように，技術進歩は市場

拡大（＝需要拡大）によって可能になるからである。9）

　このような経済発展過程は，現在，典型的な形でアジアで進みつつあると

いえる。韓国，台湾，香港，シンガポール等のNIESからASEAN諸国

等の準NIESや，さらには市場経済導入と経済開放政策を押し進める中国，

ベトナム，旧ソ連等まで含んで進む国際分業の外延的な発展・拡大が進んで

いる。このような外延的発展，すなわち国際分業の拡大は，冷戦体制の下で

は政治的・人為的に分断されていた国あるいは地域間で，冷戦の終結ととも

に経済論理に基づいてある意味では自然な形で作り出されてきたものも含ん

でいるといえる。

　東アジア地域におけるこのような外延的発展＝国際分業の拡大は，必然的

に内包的発展に伴われることになる。すなわち，先進国で急速に進んでいる

「情報集約的多品種少量生産」と「新消費主義」の浸透・普及の流れに東ア

ジア諸国も巻き込まれて，その産業構造も高度化しつつあり，国内分業も国

際分業も深化している。すなわち，より高い技術水準のもとでも分業が確立

9）外延的発展と内包的発展については，菰田文男『国際技術移転の理論』有斐閣，

1987年，第3章において詳しく論じている。しかし，著者は同書で強調した技術革

新・技術移転と外延的発展と内包的発展という形をとって進む資本蓄積の「相互依

存・規定関係」の研究は，未だ不十分で一層の理論的・実証的研究が必要であると

考えている。
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されている。

　現在，アジアで急速に進んでいる多国籍企業化，ボーダレス化，グローバ

ル化，産業転換等も以上のような流れの中で理解されねばならない。

　ところで，情報集約的多品種少量生産の確立，そしてまた情報集約的多品

種少量生産の国際的展開は二つの重要な矛盾を生み出すことになる。

　第一に，前節でも強調したように，多品種少量生産化という形をとって進

むインテンシブな発展と並行して，生産効率と多品種少量生産との問の矛盾

が拡大する。なぜならば，多品種少量生産化の結果として規模の経済性や習

熟効果が失われ，また生産管理・在庫物流管理も複雑になるからである。こ

のような矛盾が情報通信技術の導入と，水平的・分権的企業組織の確立に

よって解決されるということは既に述べた通りである。

　情報集約的多品種少量生産の国際的展開の第二の矛盾は，外延的な経済成

長が国際的になればなる程，マルクスが『経済学批判要綱』において提起し

ていた「空間と時間の矛盾」が拡大するという点にある。つまり，運輸コス

トや在庫コストが増加するということである。

　このような二つの矛盾を克服することなしには，今後の東アジア途上国の

経済発展も有り得ない。今後の東アジアの一層の経済発展は，このような外

延的かつ内包的な発展に必要な「生産効率と多品種少量生産化との矛盾」の

解決，「時間と空間の矛盾」の解決，を可能にする企業組織の確立や情報通

信システムの確立にかかっている。

　したがって，実際，東アジア諸国は新しい情報通信技術を急速に導入しつ

つある。つまり，「生産効率と多品種少量生産化との矛盾」の解決のための

CIM，販売時点在庫管理（POS，　point　of　sales）等の生産管理システムや

在庫・物流管理システムである。また，「時間と空間の矛盾」の解決のため

の国際部品調達センター（international　procurement　center）や国際製品配給

センター（central　destribution　center）も発展している。すなわち，ジャス

ト・イン・タイムの国際複合輸送システムが構築されている。複合輸送は，

梱包事業，倉庫業，通関代行業者，トラック輸送業，海運等の全物流をトー
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タルに管理することを意味する。これによって，「時間なき空間」「在庫なき

生産」「世界的生産と販売における在庫ゼロ」への限りない欲求がみられる。

そのためのグローバルな情報通信の企業内・企業間ネットワークが確立され

る必要が生まれるのである。1°）

　しかし，実際には，真に有効な情報管理システムの開発は容易でない。事

実，日本でも多品種少量生産の急速な進展に生産管理システムや物流・在庫

管理システムが対応できず，さまざまな無駄が生じた結果，最近，品種削減

の動きが生じている。情報管理システム設計に携わる大部分のエンジニアは，

不確実で急速に変化する経済環境に対応できる真に有効なシステムが短期間

のうちに簡単に構築できるとは考えていない。このことは，より複雑性を増

す国際的な生産管理システムや在庫・物流管理システムについてはより強く

妥当する。

　いずれにせよ，重要なことは，情報集約的多品種少量生産の時代の国際競

争は，情報通信技術を導入し，新しい技術リンケージ・システムを確立する

ことが不可欠である。このような状況の中で，東アジア途上諸国は日本の技

術リンケージに注目し，その導入を目指しているといわれる。情報集約的多

品種少量生産にとって日本の特有の技術リンケージが適しているという評価

が定着しつつあるからである。節を改めて検討しよう。

第3節　情報集約的多品種少量生産への適応力格差と

　　　　技術リンケージ

冷戦体制の終結とともに，資本主義のシステムの相違に関する議論が急速

10）東アジア経済における「時間なき空間」「在庫なき生産」「世界的生産と販売にお

　ける在庫ゼロ」への動きに関する先駆的研究として，徳永正二郎「日本のアジア投

　資と国際物流革命」（伊東弘文・徳永正二郎編『アジア太平洋経済の成長と変動』

　九州大学出版会，1992年所収）が大変示唆に富んでいる。
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に高まっている。例えば，M・アルベールは，市場メカニズムを重視した

「アングロ・サクソン型の資本主義＝アメリカやイギリス」と，長期的な契

約を重視する社会市場経済に基礎を置く「ライン型資本主義＝ドイツ等」の

相違を析出し，後者の優i位性を述べている。いうまでもなく，日本は後者に

近いと言うのである。ll）

　このような資本主義のシステムの相違を反映して，情報集約的多品種少量

生産への適応力は，各国ないし地域別に大きく異なっている。すなわち，情

報集約的多品種少量生産型経済成長は日米欧問で不均等に進むであろう。ま

た，途上国間でも情報通信技術の吸収力を持つアジアNIES等とそれ以外

の国とがあることは，新しい成長は一部の国に有利に作用することを意味す

る。したがって，情報通信技術の進歩は国際的な不均衡と不平等を拡大し，

新しい経済成長パターンへの移行に要する負担と利益は不均等に分配される。

　本稿の問題意識からみた資本主義の異質性は，各国の技術リンケージの性

質の相違や情報通信技術の開発・導入力の格差の問題に帰着する。情報通信

技術はアメリカ，日本等一部先進国に独占されているが，なかでも日本の発

展が著しく，アメリカ企業に対して挑戦している。これに対して，日米とと

もに世界経済の3極を形成するECの技術水準は国境により分断された市場，

保護主義による技術革新・改良努力の欠如，エレクトロニクス市場育成の不

十分性等ゆえ，日米に大きく遅れている。また，技術リンケージの性質につ

いても，その構築のアプローチが各国・各地域別に相違している。例えば，

アメリカでは研究者の独創性が重視される反面で，職務分掌が厳密に設定さ

れておりまたフォーマルな形でおこなわれるがゆえに，他の研究者の価値あ

るアイディアを積極的に導入しようという意欲には欠ける。また，各研究者

間の交流，製品デザイナーと生産エンジニアと現場の技能工とのコミュニ

ケーションあるいは技術移転が，円滑ではないことが1青報通信技術の時代の

R＆D能力を脆弱にしている。さらに，企業間の契約関係が短期的であるた

11）M・アルベール『資本主義対資本主義』久水宏之監修・小池はるひ訳，竹内書店

　新社，1992年。
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めに，技術交流も制約されている。これに対して，日本では研究者のチーム

努力とフェース・トゥ・フェースの技術移転が伝統的に重視され，研究者間

や研究室と製造現場との交流も緊密であり，このことが1青報集約的多品種少

量生産に不可欠の不断のモデルチェンジと市場ニーズを重視した技術開発を

可能にしている。さらに日本に独自の系列企業間の技術移転に象徴されるよ

うに，企業間の長期的取引関係に関連した長期的視野にたった密度の高い技

術移転がおこなわれる。12）一方でソフトウェア開発を重視し，トップダウン

方式で進められるアメリカのアプローチに対して，質の高い技能工の存在を

前提として，現場情報と「ヒューマンウェア」を重視してボトムアップ方式

で進められる日本的アプローチが対立している。すなわち，一般に日本企業

は情報が企業内を水平的に移転し，企業内の各部門間のコミュニケーション

も緊密である。また，企業の意志決定もボトムアップ方式でおこなわれる部

分の比重が高い。そして，一般に市場の環境が不確実で不断に変化する情報

集約的多品種少量生産の時代には，日本の技術リンケージが適していると考

えられている。13）

　以上のように，現在の情報集約的多品種少量生産は情報通信技術の導入と，

分権化・水平的組織の導入等を必要としているのであり，このことによって

技術リンケージを改変することが必要になるのである。ソ連型の中央集権的

計画経済の破綻した理由も，情報通信技術が経済発展の中軸に位置すること

になることへの適応力の欠陥に求められる。

　このように，情報集約的多品種少量生産へのアプローチが国別・地域別に

異なっているが，重要なことは日本のアプローチ（「リーン生産システム」

とよばれることもある）が優れているといわれる。そうであるとすれば，ア

12）MIT産業生産性調査委員会『Made　in　America』草思社，1989年，今井賢一

　『情報ネットワーク社会』筑摩書房，1989，同『資本主義システム間競争』筑摩書

　房，1992年。

13）日本企業のR＆Dや技術移転システムの優位性については，C・フリーマン『技

　術政策と経済パフォーマンス』大野喜久之輔監訳，晃洋書房，1989年，青木昌彦

　『日本企業の組織と情報』東洋経済新報社，1989年を参照されたい。
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メリカやECにおいてこのような日本型アプローチが導入される可能性があ

るのか，あるいは異なる型の融合の可能性があるのかということが次の問題

となる。これについて，世界の自動車工業の例を検討したある報告書は，日

本で一般化した「リーン生産」は決して日本に固有のものではなく，全ての

国で導入可能なものであるという。14）この指摘は正しいであろう。実際，ゼ

ロックス社を始め多くの企業が日本型の経営を導入しつつあり，それによっ

て成果をあげているアメリカ企業は多いといわれる。しかし，日本のシステ

ムは日本に独自のR＆D文化ないし技術移転文化と深く関係している。日本

で一般化した技術リンケージは日本に独自の社会経済制度や企業慣行や文

化・価値と深く関係している。例えば，日本型のアプローチは日本に固有の

前近代的関係の上に成立した下請け制度なしには存在しえなかったであろう

し，チーム努力にしても日本に独自の社会的規範に関係している。社会経済

制度や企業慣行，文化・価値は各国ごとに異なるのだから，生産システムの

性格も異なる。要するに，R＆Dや技術移転の基礎にある文化・価値や社会

的規範は日本とアメリカとECの間では相違があり，このことが各国の技術

リンケージの性格を異なるものとするのである。したがって，「リーン生産」

が全ての国に導入可能であることは正しいとしても，その性格は必然的に異

ならざるをえないのであり，「リーン生産」のいわば「日本ヴァージョン」

「アメリカ・ヴァージョン」「ヨーロッパ・ヴァージョン」等が生まれるこ

ととなろう。これらは互いに密接に交流・融合し，同質化する傾向を示しつ

つあるとはいえ，完全に同質化することは決してありえないであろう。

　たとえば，同質化に導く要因として，日本でR＆Dや技術移転を取り巻く

環境が変化しつつあり，日本型のシステム自体が変容しつつあるという事実

がある。すなわち，生産やR＆Dの国際化の必要性はその経験が少ない日本

企業に大きな困難を及ぼしている。また，若年研究者や技能工の意識の変化

はチーム努力にもとつく従来のR＆Dや製造現場の技術移転に効率性に変化

14）J．P．ウォマック・D．ルース・D．T．ジョーンズ等『リーン生産方式が世界の

　自動車産業をこう変える』沼田博訳，経済界，1991年。
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を与えつつあり，15）したがって欧米的要素を取り込みつつある。それにもか

かわらず，決して同じものとなることはないであろう。

　このような各国の技術リンケージないしリーン生産システムの性格を明ら

かにすることはますます重要になっている。現在の貿易摩擦・技術摩擦は単

なる個別製品の輸出入や個別技術の移転をめぐる摩擦にとどまるのでなく，

経済システムや生産ないしR＆Dシステム自体の相違をめぐって生じている

からである。日本からアジア諸国への技術移転の困難性は，個別技術そのも

のの移転の困難というよりも，むしろ技術を取り巻く環境そのもの，すなわ

ち日本型システムの移転の困難1生と関係しているからである。したがって，

本稿の以下では，日本の技術リンケージの性格を中心に，東アジア発展途上

国の技術リンケージの性格の特殊性と同質性を検討しよう。

第4節　市場指向的技術リンケージ

　情報集約的多品種少量生産の時代には，市場の特性は製品の多様化・差別

化が急速に進み，したがってまた製品のライフサイクルが短縮してくる。こ

のことは単に加工組立産業にのみみられるのでなく，基礎的素材産業でもみ，

られる。したがって今井賢一氏は，アバナシーのモデルが技術のライフサイ

クルの進行とともに支配的デザインが重視され製造プロセスが標準化するこ

とが強調しているが，これはT型フォードに代表される少品種大量生産の時

代においては妥当するかもしれないが，多品種少量生産の時代には製品や製

造工程の差異化が重視されるので標準化・成熟段階は決してアバナシーの言

うようなものはないという。16）

　このような多様化・差別化と製品のライフサイクルの短縮は，市場の環境

15）青木昌彦・小池和男・中谷巌『日本経済グローバル化の研究』PHP出版，1989
　年。

16）今井賢一『情報ネットワーク社会』筑摩書房，1990年，173－174ページ。
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や市場ニーズの不確実性の増加と表裏一体である。そして，このような情報

集約的多品種少量生産の市場の特徴が，市場競争の性格を変えるのである。

すなわち，情報集約的多品種少量生産においては，市場が不確実になるので，

スピーディで的確な製品戦略が必要になる。気まぐれで移ろいやすいニーズ

にフレキシブルに対応する高度な戦略が確立されねばならない。さらに，製

品のライフサイクルが短くなればなるほど，市場競争力に占める「納期」と

「品質」の比重が増大する。情報集約的多品種少量生産の時代には，競争力

において，高品質の製品を短い約束された期間内に供給する能力の占める比

重が大きくなってくるのである。一見，高品質と価格ないし短納期とは矛盾

するようにみられるが，決してそうではない。品質が向上すれば，歩留まり

が高まり価格競争力も強くなり，納期も短縮されるのである

　情報集約的多品種少量生産の時代に重要性を増す市場戦略を確立するため

には，市場ニーズを迅速かつ的確に技術開発に結びつけるためには企業内・

企業間技術リンケージが必要になる。すなわち，R＆D部門と販売部門，　R

＆D部門とユーザーとの結びつきの強化を必要とする。そもそも，実際のR
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　J
＆Dは，上流から下流へと一方向的に進むだけではなくて，上流の市場ニー

ズの側から逆に上流に情報がフローして，フィードバックされて進む場合が

多い。この理由は，技術開発が一方における国家・企業・個人などのニーズ

と，他方における技術開発のための資源（すなわち，人材，資源，設備，技

術情報，研究組織等）との相互関係のなかにおいてのみ得られるからである。

斉藤優氏はこれを「N－R（Needs－Resources）関係」と呼ぶのであるが，こ

の相互関係はR＆Dの各段階間での不断の情報のフィードバックがおこなわ

れることによって可能となる。17）したがって，R＆Dは，基礎研究→応用研

究→開発→市場化へと一方向的に進むのではなく，基礎研究から市場のニー

ズまでの間の，技術情報の不断のフィードバックを繰り返すことなしにはえ

られない（第1図）。このようなフィードバックが1青報集約的多品種少量生

17）斉藤優『技術移転論』文眞堂，1979年。同『技術開発論』文眞堂，1988年。
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第1図　R＆Dの連鎖モデル
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Academy　Press，1986．

産の進行とともにより強化されねばならないのである。

　一般的に言えば，このような市場戦略と関連した技術リンケージは日本で

最も効率的に確立されているといえる。日本の技術リンケージは市場志向性

が強く，したがってユーザーとの技術協力関係が強い。18）さらに，ジャスト

インタイムを追求する生産管理システムの中に部品メーカーを統合する。多

品種少量生産は市場戦略と技術戦略とを密接にしなければならない。その理

由は，ユーザーへの技術供与が市場競争を強めることを必要にするからであ

り，市場ニーズに合った技術を開発することが必要になるからであり，また

短納期化が不可欠となり，そのための生産システムが必要になるからである。

　これに対して，東アジア途上諸国の技術リンケージは市場ニーズに的確か

つ迅速に必ずしも対応できていない。同様に，途上国では市場志向的な生産

18）日本企業の市場指向性の強さについては，藤原貞雄・菰田文男『技術戦略と企業

　間技術ネットワーク』山口経済研究叢書，24集，1989年参照。
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管理システムは脆弱で短納期の要求に対して答えることが困難となっている。

もちろん，技術リンケージの市場指向性については，東アジア諸国間で相違

がある。しかし，最も適応力の高いといわれる韓国でさえ，先進国市場のセ

グメンテーション化のなかで細分化の急速に進む中級品以上の市場における

新しいデザインや機能の不断の投入に迅速に対応できず，大きな困難に直面

している。19）

第5節　製造部門の技術リンケージとフェース・トゥ・

　　　　フェース技術移転

　情報集約的多品種少量生産は製造部門での，（a）情報通信技術の導入や，

（b）さまざまの部門との技術リンケージや他企業との技術リンケージの強化

を必要とする。多品種少量生産の結果として，生産工具や治具の取り替え等

生産の段取り変更が頻繁となり，多様化する部品や原材料の調達や在庫管理

が複雑になるからであり，これを克服する必要があるからである。例えば，

産業ロボットやCAMの導入や，またMRPのようなコンピュータによる生

産管理システムの導入によるフレキシブルな生産システムを構築することは，

多品種少量生産と生産性のトレードオフを解決する上で不可欠である。さら

に，R＆Dと製造活動とのリンケージを緊密にすることによって技術改良や

品質の工場を可能にし，またCADの製品設計情報のオンライン伝送によっ

て製造装置の制御指令を直接おこなうものへと発展し，また製品設計と同時

に工程設計をおこない，部品の形状を決定するプログラムと部品加工を決定

するプログラムを連結することが生産性を高めるCAD／CAMによる自動

生産システムのフレキシビリティの向上が必要である。

　さらに，単に企業内での各部門間のリンケージのみでなく，部品調達企業

19）服部民夫「求められるハード・ソフト両面の技術開発」『月刊アジア』1990年，6

　月号。



一
80－（338） 第53巻　第3・4号

とのリンケージも重要になる。技術の融合を前提した高機能化，高精度化は

企業間の分業の深化なしには達成されない。その理由は，多品種少量生産と

並行して進む部品の内製化の困難化が専門メーカーへの委託を不可欠にする

からである。分業深化による細分化と電子化が品質の向上を不可欠とするの

である。この分業の深化のなかで，異業種間の技術移転，ユーザーとの技術

移転，部品原材料調達先への技術移転の必要性を高めるのであり，企業間の

技術リンケージを緊密にする。そのなかで企業系列ないし親企業・下請け関

係も生まれる。日本において移転される技術は技能も含めた現場情報を重視

した移転がおこなわれる。例えば，現場のQC活動が日本企業の技術開発に

大きく寄与している。これは，当然現場技術者や技能工の高い質を前提とし

ている。したがって，企業内の技能工の訓練も活発であり，その習得度次第

では比較的高いレベルへの昇進も可能である。

　このような理由から，多品種少量生産化の流れはこのような部品供給メー

カーの一層の分業の深化を要求する。多品種少量生産化と高付加価値化は高

精度の鋳造や切削加工等を要求し，したがってより専門化が必要となるから

である。また，不断のモデルチェンジは大企業では採算ベースに乗らないよ

うな小ロット生産の必要性を高めるからである。下請け企業や部品・原材料

供給企業との関係が希薄で，協力関係が弱ければ，部品の品質の向上が阻止
　　　　　　　　　　　　Jされ，不良部品の発生は蔀品の在庫が圧縮されねばならない多品種少量生産

においては，必然的に生産計画を混乱させるのである。それゆえ，部品供給

企業への親企業からの技術援助による部品の品質向上が必要になるのである。

また，R＆Dの当初より部品供給企業を開発チームのメンバーとして協力す

ることで，金型の修正，変更を同時並行的に進めることも可能となる。

　重要なことは，以上のような技術リンケージを確立するためには，管理

者・研究者・技能工等全ての人材の教育・訓練が，以前に増して重要になる

ということである。例えば，技術開発が成功するためには，独創性やその他

の資質が優れた研究者の存在が不可欠であり，したがって研究者教育・人材

育成は極めて重要である。例えば，技術革新は基礎研究から技術の実用化や
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大量販売までの不断のフィードバックなしには得られない。斉藤優氏がN－

R関係と名づけたこのフィードバックを媒介するのは，研究者の創造力であ

り，また創造力を生み出すインセンティブであり，R＆Dの成否は人間的要

素に大きく依存しているのである。2°）

　また，上述のような部品の品質維持や生産工程のフレキシブル化のための

情報通信技術の導入のため現場の労働力の技能水準向上の必要を導くのであ

る。例えば，汎用工作機械からNC工作機械への発展のケースを考えよう。

NC工作機械においては，加工手順・治工具の決定がコンピュータ・プログ

ラムによっておこなわれる。したがって，現場の作業者はコンピュータ・プ

ログラミングの技法の習得なしには作業をおこない得ない。さらに，加工手

順の事後的調整能力を有し，NC工作機械のクセや性能について熟知する必

要がある。

　以上のように，今日，技術開発や技術移転にとって人材育成や教育の重要

性が増しているのでる。

　このような，人を介した日本の技術移転と人的資源開発は，日本の終身雇

用制度を背景とした人の定着が可能にする。そして，企業内部での技術者や

技能工の活発な部門間や職種間の移動がインフォーマルな技術移転を導く。

企業内部やさらには部品供給企業との緊密なコミュニケーションを可能にし，

多品種少量生産の時代の日本企業の高い技術開発力と不断のモデル・チェン

ジ，短い製品リードタイムを可能にしている。日本では，基礎研究力の遅れ

にも関わらず，製品開発，生産技術，品質管理技術等で質量ともに大きく

優っているといわれる（第2図）。日本の脆弱な基礎研究能力が独自の技術

リンケージによってカバーされているといえる。

　日本では以上のような製造部門を中心とした技術リンケージが確立されて

いるし，また人的資源開発も効率的におこなわれている。

　まず，日本では，部品の外部調達が進んでおり，多くの中小企業がこの役

割を担って群立している。日本の高い技術力が水準の高い部品供給メーカー

20）斉藤優『技術開発論』（前掲）7－8ページ。



一
82－（340） 第53巻第3・4号

第2図　競争力の源泉比較
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に依存していることは周知のことである。日本での親企業やアセンブリー企

業と部品メーカーとの契約関係は長期的で安定した契約関係を維持しており，

この信頼・相互依存関係の上に積極的に技術移転・技術援助がおこなわれる

とともに，下請け企業が納入先との契約履行に必要な技術・技能開発のため

の投資が採算に乗ることが可能になっている。すなわち，しばしば短期的な

損失や不効率を犠牲として長期的利益を追求する契約が維持される。つまり，

「損して得とれ」である。このことは部品を内製化することの多く，また契

約関係が短期的であることが多く，したがって長期的利益を指向した技術援

助や協力関係も確立されにくく，また部品メーカーも積極的投資や人材開発

もおこないえないアメリカの場合と対照をなしている。

　日本における，緊密なリンケージはフォーマルな技術移転以上にイン
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フォーマルな技術移転が重視されることによって支えられている。例えば，

日本企業による技術移転はマニュアルでなく，OJT（On　the　Job　Training）

によって移転され，いわばインフォーマルな形態でおこなわれる。これに

よって機械の微妙な操作等のように移転されにくい技術も効率的に移転され

る。また，新しい製品の開発は生産の容易性を考慮にいれる必要から，製品

デザイナーと生産エンジニアとのコミュニケーションの強化，さらには生産

管理部門，工機部門，現場職長も含めた緊密な連携が必要になる。この連携

によって多品種の混流生産も可能になる。

　このことは，必然的に，部品を外製する場合に，部品メーカーとのリン

ケージないし技術移転の緊密化を必要とすることを意味する。このように多

品種少量生産化とともに，生産システムがインテグレートされてこざるをえ

ないのである。21）すなわち，多品種少量生産化の時代には，製造準備の段階

で設計作業を見直すことが重要である。例えば，部品点数の削減は重要なコ

スト削減手段である。生産コストは，製造システムが合理的に設計されるこ

とによって可能となる。重要なことは，このようなシステムの統合はソフト

ウェアやマニュアル化のなかで達成することも可能であるし，またヒューマ

ンな（いいかえればインフォーマルな）要素を重視して達成することも出来

るということである。日本ではこのような企業内部の各部門間，さらには下

請け部品供給企業とのコミュニケーションがインフォーマルな情報交換チャ

ンネルが確立されることで緊密なものとなっているのである。

第6節　東アジア途上国における製造部門の技術リンケージ

前節で述べてきた日本における製造部門を中心とした緊密な技術リンケー

ジ，そしてそれを支えるフェース・トゥ・フェース技術移転や人的資源開発

については，東アジア諸国においてもその重要性が認識されてきており，そ

21）清日向一郎「新しい生産システムと中小企業」『商工金融』1987年7月。
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の方向を指向しつつある。しかし，さまざまの問題を内包していることも疑

いない事実である。

　まず，技術分野での分業の深化がみられなず，いわゆるサポーティング・

インダストリーが脆弱であり，長期的契約関係を可能にする企業系列関係も

形成されていない。その理由は，部品が内製される比率が高いからであり，

また国民経済規模が小さいため規模の経済性が得られないことが分業の深化

を阻害するからである。例えば，韓国では金型，加工，熱・表面処理などの

技術発展なしに工業化したことはきわめて異例であること，精度の高い部

品・製品の生産は自動化された機械の導入で可能だが，機械自体を安く生産

し，使いこなし，新商品開発が出来ることが競争力を決定するのであり，そ

の意味で今後の韓国の発展にとって，部品技術の育成は不可欠となってい

る。22）

　また，企業間の契約関係の短期的であり，技術者や技能工の特定の企業へ

の定着性も弱いなど，ドライなあるいは個人志向的な契約関係を有している。

また，インフォーマルな技術移転の習慣は少なく，OJTも少ない。さらに，

技術者と技能工のコミュニケーションは弱い。例えば，日本では生産技術者

は設計技術者が密接に交流して「なぜ」と考えて設計技術の発展を促し，ま

た生産技術者が作成したマニュアルを現場技能工は「なぜ」と疑問を持ち，

改善して，その改善点が生産技術に生かされ，またマニュアル修正される。

これに対して，アジア途上国では生産技術者は設計技術者の指示どうりに従

い，「いかに」だけを考えるし，また現場技能工も作業マニュアルに「いか

に」忠実に従って生産するかしか考えない。23）

　インフォーマルな技術移転は従業員の同一のアイデンティティの共有を前

提としている。日本では独特の集団指向性がこれを可能にしている。これに

対して，市村真一氏の指摘するように，東アジア諸国では日本に比して個人

22）谷浦孝雄『アジアの工業化と技術移転』アジア経済出版会，1990年，97－98ペー

　ジ。

23）谷浦孝雄，前掲書，71－73ページ。
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指向性が強いという。24）

　以上のような部品産業の育成の不十分性や技能工教育の問題ゆえ，情報集

約的多品種少量生産の時代の世界市場競争において重要になる品質は先進国

に対して大きく劣る。例えば，相対的に品質の高いといわれる韓国や台湾で

さえ，1989年の輸出品検査での不合格比率は3．9％，2．5％で，日本の1．5％

を大きく上回っている。25）

　このような実態は，第3，4，5図に示されている。これをみると，稟議

制度の導入では日本国内企業と東アジア諸国とでは大きく差があるし，また

QCサークル活動や提案制度についても日本国内に比して，東アジア諸国で

は遅れていることが理解される。しかし，全般的に日本の技術リンケージの

特徴として本稿で述べられているものは比較的東アジア諸国でも採用・導入

されているように思われる。日本の技術リンケージを積極的に模倣している

ことを示している。

　しかし，同図はアジア諸国に進出した日系企業における技術開発・移転に

ついての調査であり，したがって現地企業について調査すれば日本の技術移

転の性格の相違はより大きくなると思われる。さらに，韓国などでQCサー

クル活動を実施しても，それが真に定着して本当に成果をあげているところ

には至っていないというのが現実であり，単に第3，4，5図の量的数値の

みでは表しえない質的な相違の存在が認められている。26）

　アジア諸国のこのような脆弱な技術リンケージは，その技術開発や移転の

効率性を弱めると考えられている。とりわけ，多品種少量生産への移行はこ

の問題を大きくする。

　もちろん，NIESの技術リンケージの全てをネガティブに捉えることも

正しくない。その理由は，第一に，各国の技術リンケージはそれぞれの企業

慣行や文化・価値を反映しているのであり，したがってこの相違を考慮せず

24）市村真一編『アジアに根づく日本的経営』東洋経済新報社，1988年，23－27ページ。

25）平川均『NIES一世界システムと開発』同文舘，1992年，275ページ。

26）市村真一編，前掲書，80ページ。
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第3図　アジアの日本企業の日本的経営の実施状況
　　　　　　　　　　蓄
　　　　一ジョブ・ローテーションと弾力的管理一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　トップの回答

日　　韓　　台　　香

本　　国　　湾　　港

！メ

＼

シ　　　フ　　　タ　　　マ

ン　　　イ　　　　　　レ
ガ　　リ　　　　　　1

ギ　ピ　　シ
ル　　　ン　　イ　　ア

（出所）市村真一編『アジアに根づく日本的経営1

　　　東洋経済新報社，1988年，63ページ。
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第4図　アジアの日本企業の日本的経営の実施状況

　　　　一集団的意思決定と稟議制度一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　トップの回答

日

／へ・、。

！　　　　＼　　　艶＿＿＿＿’ct

　　　　　　　　　／
　　　　　　＼
　　　　　　　〉

韓　　台　　香

本　　国　　湾　　港

’ Y－　一．．　．．　．．　xw　r／

　／喚団責任

シ　　　フ　　タ
ン　　　　イ

ガ　　　リ

ギ　ピ
ル　　ン　　イ

マ

レ

1

シ

ア

（出所）市村真一編，前掲書，65ページ。
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アジアの日本企業の日本的経営の実施状況

一提案制度とQCサークル活動一

　　　　　　　　　　　　　　　トップの回答

日　　韓　　台　　香

本　　国　　湾　　港

ζ　1　タ写

（出所）市村真一編，前掲書，73ページ。

QCサークル活動
（ZD運動ふくむ）

イ

養

6
チ

に日本型の技術リンケージを模倣することが必ずしも東アジア途上諸国の利

益になるわけではないからである。第二に，企業の情報化の進展はソフト

ウェアの重要性を増し，フォーマルな技術移転チャンネルの重要性は高まり，

したがって日本型の技術リンケージが今後も高い効率性を維持するという保

証はないからである。例えば，今後研究はCAD／CAE化の進行につれて

ソフトウェアの開発競争としての性格を強めるからである。したがって，ま

たデータベースの充実等，フォーマルな技術移転の重要性が高まるからであ

る。さらに，生産の国際化とともに必然的に進むR＆Dの国際化は，フォー

マルな技術移転の重要性を高めるであろう。

訓
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むすびに代えて

　本稿では，情報集約的多品種少量生産の時代における技術リンケージにつ

いて分析した。ここで理解されたように，日本企業の海外生産，国際技術移

転，海外でのR＆D等の進展を通じて，日本に独自の経営システムや技術リ

ンケージがそのままの形で東アジア諸国で容易に定着するということはない。

国際間の技術の移転は容易でないのであるが，さらにそれは単に個別の技術

の定着の困難以上に，技術を取り巻く諸環境そのものの定着の困難として捉

えられねばならい。すなわち，技術移転は個々の技術の移転のみでなく，そ

れを支えるシステムそのものあるいは技術リンケージそのものの移転の問題

として論じられねばならない。社会経済制度，企業慣行，文化・価値等の異

なる国民経済間で，個々の技術が移転しただけではその成果は得られない場

合が多い。そして，このようなシステムが移転可能かどうか，移転されると

すればどのように修正されねばならないのかが問題とされねばならない。

　重要なことは，最適な技術リンケージの性格は国際間で異なるものである

ということを認識し，また日本の技術リンケージも変化するのであるという

ことを認識した上で，現地の良い部分を残しつつ，日本の技術リンケージの

望ましい部分を摂取するということであろう。


